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株式会社ダイイチの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 26年 10 月２日開催の取締役会において、株式会社ダイイチ（本社：石川県河北郡、代表取

締役：石崎 万平）の全株式を取得し、子会社化することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせ

いたします。 

なお、本株式取得は当社の子会社の異動等でありますが、適時開示基準に該当していないため参考情報と

して開示いたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

株式会社ダイイチは 1957年（昭和 32 年）２月に会社設立され、衣料や各種産業資材用の撚糸製造業（ポ

リエステル原糸の仮撚加工、丸編ニッティング）を営んでまいりました。当社グループの繊維製品製造工

程に、同社の加工糸（撚糸）とニット（編物）の製造技術および生産設備を付加することで、産業資材事

業を強化し業容拡大を図りたいという両社のニーズが合致し、今般、同社の株式１００％を取得し子会社

化することといたしました。 

これにより、特にテクニカルサービス事業においては、主力製品であるワイピングクロスの一貫生産ラ

インが確立することになります。また、当社グループのインフラ事業分野における編物を使用した製品や

産業資材事業分野における商品開発など、今後市場ニーズに直結した製品提案や開発期間の短縮、コスト

削減などの相乗効果により当社グループの業容拡大が期待できます。 

 
 

２．異動する子会社（株式会社ダイイチ）の概要 

(1) 名 称 株式会社ダイイチ 

(2) 所 在 地 石川県河北郡津幡町字庄ト 60 番地 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 石崎 万平 

(4) 事 業 内 容 撚糸製造業 

(5) 資 本 金 50,000千円 

(6) 設 立 年 月 日 昭和 32年２月１日 
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(7) 大株主及び持株比率 
石崎 万平   56,923株（56.9％） 

その他６名   43,077株（43.1％） 

(8) 

 

上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 

資本関係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及

び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はありません。 

人的関係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及

び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はありません。 

取引関係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及

び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はありません。 

(9) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 24年３月期 平成 25年３月期 平成 26年３月期 

 純 資 産 208,192千円 233,524千円 238,547千円 

 総 資 産 688,552千円 730,850千円 730,841千円 

 1 株 当 た り 純 資 産 2,081.92 円 2,335.25 円 2,385.47 円 

 売 上 高 914,898千円 883,106千円 924,215千円 

 営 業 利 益 39,247千円 53,413千円 27,606千円 

 経 常 利 益 64,805千円 76,735千円 47,847千円 

 当 期 純 利 益 22,512千円 25,332千円 5,022 千円 

 1 株当たり当期純利益 225.13円 253.33円 50.23 円 

 1 株 当 た り 配 当 金 0 円 0 円 0 円 

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

株式取得の相手先である個人７名につきましては、その希望により、氏名・住所を非公表とさせていた

だきます。なお、当社との間で記載すべき資本関係・人的関係はありません。 

 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

(1) 異動前の所有株式数 

0 株 

（議決権の数：－個） 

（所有割合 ：－％） 

(2) 取 得 株 式 数 

100,000株 

（議決権の数：100,000個） 

（発行済株式数に対する割合：100％） 

※取得価額につきましては、弁護士の有資格者、両社から独立した立場

の公認会計士の有資格者及び不動産鑑定士の有資格者の意見等を総合的

に勘案して決定しております。 

(3) 異動後の所有株式数 

100,000株 

（議決権の数：100,000個） 

（所有割合 ：100％） 

 

 

５．日程 

(1) 取 締 役 会 決 議 平成 26年 10月２日 

(2) 株式譲渡契約締結日 平成 26年 10月２日 

(3) 株 式 譲 渡 日 平成 26年 10月 20 日（予定） 
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６．業績への影響と今後の見通し 

   今回の株式取得（子会社化）が今期の業績に与える影響は現在精査中ですが、影響は軽微であります。

また、子会社化した後は当社から役員等を派遣する予定であります。 

 

以上 
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